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１．地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

（１）対象地域 

構成市名  海南市、紀の川市、紀美野町 

   面  積  457.74km2  （平成 25 年 3 月末日現在） 

人  口  132,375 人 （平成 25 年 3 月末日現在） 

128,599 人 （平成 27 年 9 月末日現在） 

（内 訳） 

市町名 海南市 紀の川市 紀美野町 計 

面  積※1） （km2） 101.19 228.24 128.31 457.74 

人  口※2） 

（人） 
55,240 66,862 10,273 132,375 

人  口※3） 53,503 65,454 9,642 128,599 

  ※1）平成 25 年 3 月末日現在 

  ※2）平成 25 年 3 月末日現在（住民基本台帳人口） 

 ※3）平成 27 年 9 月末日現在（住民基本台帳人口） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 対象地域図 

参考 1：別添 1 に関係施設の位置図を添付します。 
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（２）計画期間 

本計画は、平成 28 年 4 月 1 日から平成 33 年 3 月 31 日までの５年間を計画期間とし

ます。 

なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見

直します。 

 

（３）基本的な方向 

   海南・紀の川・紀美野地域は、和歌山県の北部に位置しています。阪和自動車道・

海南湯浅道路が南北に走り、大阪への主要なアクセス道路となっています。また、中

央部には、一級河川の紀の川が流れ、南部より、貴志川が流れ込んでいます。 

地域の西部は江戸期から廻船の寄港地として重要な位置として発達し、現在は石油

基地として発展しています。東部は、紀の川、貴志川の恵みを受けた肥沃な土壌と温

暖な気候から農業が盛んです。 

現在、紀の海広域施設組合（以下、組合という。（構成市：海南市、紀の川市、紀美

野町））では、中間処理に関する業務を実施して、可燃ごみの焼却処理による熱回収と

粗大ごみ及び資源ごみの破砕・選別・圧縮を行うことで、循環型社会の構築を目指し、

減量化、資源化を推進することにより、環境負荷の低減を図ります。また、資源ごみ

などから選別された不燃物等については、埋立処分を行います。 

   海南市、紀の川市及び紀美野町は、発生抑制・再使用・再資源化の推進を図るため

に、教育・啓発活動の充実をめざします。 

   生活排水処理については、河川等公共用水域の水質保全のため、近年の公共下水道

及び集落排水施設の整備・普及を踏まえながら、未整備区域においては、効率的な合

併処理浄化槽の普及促進に努めます。 

 

（４）広域化の検討状況（海南・海草・那賀ブロックの状況） 

   平成 16 年 7 月に和歌山県ごみ処理広域化計画の枠組みにより、7 つの広域ブロック

が設定されました。海南市、下津町、野上町、美里町、打田町、粉河町、那賀町、貴

志川町、桃山町により、海南・海草・那賀ブロックが発足しました。広域ブロックの

整備計画では、平成 21 年度以降、海南市、下津町、野上町及び美里町、で 1 施設、打

田町、粉河町、那賀町及び貴志川桃山清掃施設組合（貴志川町、桃山町）で 1 施設、

岩出町単独で 1 施設となっています。その後、平成 17 年 4 月 1 日に海南市と下津町が

合併し、海南市となり、平成 17 年 11 月 7 日には打田町、粉河町、那賀町、貴志川町

及び桃山町が合併し、紀の川市となっています。貴志川町及び桃山町の合併に伴い貴

志川桃山清掃施設組合は解散されました。また、平成 18 年 1 月 1 日には野上町、美里

町が合併し、紀美野町となっています。 

このような中、海南市、紀の川市、紀美野町では、いずれの処理施設も築 20 年以上

が経過し、更新時期を迎えていたため、共同で新施設（紀の海クリーンセンター）を

建設しました。ただし、リサイクルセンターについては、紀の川市と紀美野町で新施

設を建設しましたが、海南市は新施設までの運搬に時間を要し、一般持ち込みのごみ

に対しての住民サービスの低下が見込まれることから、現状の処理形態を維持してい
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くものとします。 

 

２．循環型社会形成推進のための現状と目標 

 

（１）一般廃棄物等の処理の現状 

平成 26 年度の一般廃棄物の排出、処理状況は、図 2-1 のとおりです。 

総排出量は、集団回収量も含め 42,087 トンであり、再生利用される「総資源化量」

は 5,564 トン、リサイクル率（＝（直接資源化量＋中間処理後の再生利用量＋集団回

収量）／（ごみの総処理量＋集団回収量））は約 13％となっています。 

中間処理による減量化量は 30,804トンであり、集団回収を除いた排出量の概ね 75％

が減量化されています。また、集団回収量を除いた排出量の約 14％にあたる 5,719 ト

ンが埋め立てられています。 

なお、中間処理量のうち、焼却量は 33,220 トンである。ごみ焼却施設では、焼却に

より発生した余熱利用として場内に温水を供給しています。 

 

13.2%

517 t 4,073 t
1.3 ％ 9.9 ％

7,961 t

19.4 ％

41,113 t 38,765 t 3,888 t

100.0 ％ 94.3 ％ 9.5 ％

30,804 t

74.9 ％

1,831 t 5,719 t
4.5 ％ 13.9 ％

　※　小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計が合わない場合があります。

0 t

自家処理量

41,113 t

計画処理量 中間処理量

直接最終処分量 最終処分量

処理後最終処分量

減量化量

排出量

直接資源化量 処理後再生利用量

処理残渣量

集団資源回収量 総資源化量

974 t 5,564 t

 

図 2-1 一般廃棄物の処理状況フロー（平成 26 年度） 
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（２）生活排水の処理の現状 

 ア．海南・紀の川・紀美野地域 

平成26年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥量の排出量は図2-2に示すとおりで

す。 

生活排水処理対象人口は 129,917人であり、汚水衛生処理人口は55,206人、汚水衛

生処理率は42.5％です。 

総収集量は83,592kL／年であり、その内訳はし尿収集量が36,963kL／年、浄化槽汚

泥収集量が46,629kL／年となっています。 

 

 

8,542人 (6.6%)

55,206人 (42.5%) 973人 (0.7%)

0人 (0.0%)

46,629 kL/年

45,691人 (35.2%)

129,917人 (100.0%) 23,288人 (17.9%)

74,711人 (57.5%) 51,403人 (39.6%) 36,963 kL/年

20人 (0.0%)

自家処理人口

総人口 単独浄化槽人口

未衛生処理人口 し尿収集人口 し尿発生量

合併浄化槽人口

公共下水道人口

衛生処理人口 集落排水施設人口

ｺﾐｭﾆﾃｨﾌﾟﾗﾝﾄ人口

浄化槽汚泥発生量

 

図 2-2 生活排水の処理状況フロー（海南・紀の川・紀美野地域） 
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 イ．海南市 

平成26年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥量の排出量は図2-3に示すとおりで

す。 

生活排水処理対象人口は54,262人であり、汚水衛生処理人口は14,409人、汚水衛生

処理率は26.6%です。 

総収集量は35,628kL／年であり、その内訳はし尿収集量が15,134kL／年、浄化槽汚

泥収集量が20,494kL／年となっています。 

 

 

0人 (0.0%)

14,409人 (26.6%) 0人 (0.0%)

0人 (0.0%)

20,494 kL/年

14,409人 (26.6%)

54,262人 (100.0%) 16,118人 (29.7%)

39,853人 (73.4%) 23,735人 (43.7%) 15,134 kL/年

0人 (0.0%)

合併浄化槽人口

公共下水道人口

衛生処理人口 集落排水施設人口

ｺﾐｭﾆﾃｨﾌﾟﾗﾝﾄ人口

浄化槽汚泥発生量

自家処理人口

総人口 単独浄化槽人口

未衛生処理人口 し尿収集人口 し尿発生量

 

図2-3 生活排水の処理状況フロー（海南市） 



 - 6 - 

 ウ．紀の川市 

平成26年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥量の排出量は図2-4に示すとおりで

す。 

生活排水処理対象人口は65,795人であり、汚水衛生処理人口は36,502人、汚水衛生

処理率は55.5％です。 

総収集量は40,655kL／年であり、その内訳はし尿収集量が19,029kL／年、浄化槽汚

泥収集量が21,626kL／年となっています。 

 

8,542人 (13.0%)

36,502人 (55.5%) 460人 (0.7%)

0人 (0.0%)

21,626 kL/年

27,500人 (41.8%)

65,759人 (100.0%) 5,822人 (8.9%)

29,257人 (44.5%) 23,435人 (35.6%) 19,029 kL/年

0人 (0.0%)

自家処理人口

総人口 単独浄化槽人口

未衛生処理人口 し尿収集人口 し尿発生量

合併浄化槽人口

公共下水道人口

衛生処理人口 集落排水施設人口

ｺﾐｭﾆﾃｨﾌﾟﾗﾝﾄ人口

浄化槽汚泥発生量

 

 

図2-4 生活排水の処理状況フロー（紀の川市） 
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 エ．紀美野町 

平成26年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥量の排出量は図2-5に示すとおりで

す。 

生活排水処理対象人口は9,896人であり、汚水衛生処理人口は 4,295人、汚水衛生処

理率は43.4％です。 

総収集量は 7,309kL／年であり、その内訳はし尿収集量が 2,800kL／年、浄化槽汚

泥収集量が 4,509kL／年となっています。 

 

0人 (0.0%)

4,295人 (43.4%) 513人 (5.2%)

0人 (0.0%)

4,509 kL/年

3,782人 (38.2%)

9,896人 (100.0%) 1,348人 (13.6%)

5,601人 (56.6%) 4,233人 (42.8%) 2,800 kL/年

20人 (0.2%)

自家処理人口

総人口 単独浄化槽人口

未衛生処理人口 し尿収集人口 し尿発生量

合併浄化槽人口

公共下水道人口

衛生処理人口 集落排水施設人口

ｺﾐｭﾆﾃｨﾌﾟﾗﾝﾄ人口

浄化槽汚泥発生量

 

 

図2-5 生活排水の処理状況フロー（紀美野町） 
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（３）一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し

て、減量化・再生利用に関する目標量を表 2-1 に示すとおり定め、それぞれの施策に

取り組んでいくものとします。平成 32 年度の一般廃棄物の排出、処理状況については、

図 2-6 のとおり見込んでいます。なお、平成 33 年度の目標は、一般廃棄物（ごみ）処

理計画（期間 平成 21～35 年度 15 ヶ年）の目標量としています。 

 

表 2-1 減量化、再生利用に関する現状と目標 

 

現　状 （割合
※1

） 目　標 （割合
※1

）

(平成26年度） (平成33年度）

事業系 総排出量 10,637 トン 10,225 トン ( -3.9 %)

１事業所当たりの排出量
※2 1.72 トン/事業所 1.60 トン/事業所 ( -7.2 %)

家庭系 総排出量 30,476 トン 29,685 トン ( -2.6 %)

１人当たりの排出量※3 203 kg/人 197 kg/人 ( -2.9 %)

合　計 排出量合計 41,113 トン 39,910 トン ( -2.9 %)

直接資源化量 517 トン ( 1.3 %) 0 トン ( 0.0 %)

総資源化量 5,564 トン ( 13.2 %) 6,063 トン ( 14.7 %)

熱 回 収 量 熱回収（年間の発電電力量） － MWh 6,590 MWh

減 量 化 量 中間処理による減量化量 30,804 トン ( 74.9 %) 29,881 トン ( 74.9 %)

最 終 処 分 量 埋立最終処分量 5,719 トン ( 13.9 %) 5,228 トン ( 13.1 %)

※1　排出量は現状に対する割合、その他は排出量に対する割合

事業所数： （「平成18年事業所・企業統計調査（和歌山県）」より推計）

※3　(１人当たりの排出量)＝｛(家庭系ごみの総排出量)－(家庭系ごみの資源ごみ量)｝／(人口)

《指標の定義》

排 出 量 ：事業系、生活系ごみを問わず、出されたごみの量(集団回収されたごみを除く)[単位：トン]

再 生 利 用 量 ：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和[単位：トン]

熱 回 収 量 ：熱回収施設において発電された年間の発電電力量[単位：ＭＷｈ]

減 量 化 量 ：中間処理量と処理後の残さ量の差[単位：トン]

最 終 処 分 量 ：埋立処分された量[単位：トン]

指　標　・　単　位

排 出 量

再 生 利 用 量

※2　１事業所当たりの排出量＝｛(事業系ごみの総排出量)－(事業系ごみの資源ごみ量)｝／(事業所数)

 

14.7%

0 t 4,801 t
0.0 ％ 12.0 ％

8,153 t

20.4 ％

39,910 t 38,034 t 3,352 t

100.0 ％ 95.3 ％ 8.4 ％

29,881 t

74.9 ％

1,876 t 5,228 t
4.7 ％ 13.1 ％

　※　小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計が合わない場合があります。

0 t

自家処理量 直接最終処分量 最終処分量

処理後最終処分量

39,910 t
減量化量

処理残渣量

排出量 計画処理量 中間処理量

6,063 t

直接資源化量 処理後再生利用量

集団資源回収量 総資源化量

1,262 t

 

図 2-6 目標達成時の一般廃棄物の処理状況フロー（平成 33 年度） 

 

 

 



 - 9 - 

表 2-2 減量化・再生利用に関する構成市の現状（内訳） 

 

紀美野町 　

現状(平成26年度）

事業系 総排出量 6,867 トン 3,757 トン 13 トン

１事業所当たりの排出量 2.44 トン/事業所 1.35 トン/事業所 0.02 トン/事業所

家庭系 総排出量 13,633 トン 14,892 トン 1,951 トン

１人当たりの排出量 206 kg/人 207 kg/人 163 kg/人

合　計 排出量合計 20,500 トン 18,649 トン 1,964 トン

直接資源化量 0 トン ( 0.0 %) 517 トン ( 2.8 %) 0 トン ( 0 %)

総資源化量 3,182 トン ( 15.0 %) 2,041 トン ( 10.8 %) 341 トン ( 17.4 %)

熱 回 収 量 熱回収量（年間の発電電力量） - MWh - MWh - MWh

減 量 化 量 中間処理による減量化量 14,926 トン ( 72.8 %) 14,386 トン ( 77.1 %) 1,492 トン ( 76.0 %)

最 終 処 分 量 埋立最終処分量 3,143 トン ( 15.3 %) 2,445 トン ( 13.1 %) 131 トン ( 6.7 %)

紀の川市

現状(平成26年度） 現状(平成26年度）

海南市

排 出 量

再 生 利 用 量

指　標　・　単　位

 

 

 

表 2-3 減量化・再生利用に関する構成市の目標（内訳） 

 

目標（平成33年度）

事業系 総排出量 6,601 トン ( -3.9 %) 3,611 トン ( -3.9 %) 13 トン ( 0.0 %)

１事業所当たりの排出量 2.20 トン/事業所　( -9.7 %) 1.26 トン/事業所 ( -6.3 %) 0.02 トン/事業所 ( 8.3 %)

家庭系 総排出量 13,279 トン ( -2.6 %) 14,505 トン ( -2.6 %) 1,901 トン ( -2.6 %)

１人当たりの排出量 206 kg/人 ( 0.0 %) 196 kg/人 ( -5.3 %) 160 kg/人 ( -1.4 %)

合　計 排出量合計 19,880 トン ( -3.0 %) 18,116 トン ( -2.9 %) 1,914 トン ( -2.5 %)

直接資源化量 0 トン ( 0.0 %) 0 トン ( 0.0 %) 0 トン ( 0.0 %)

総資源化量 3,467 トン ( 14.8 %) 2,224 トン ( 12.1 %) 372 トン ( 19.4 %)

熱 回 収 量 熱回収量（年間の発電電力量） 3,220 MWh 3,140 MWh 230 MWh

減 量 化 量 中間処理による減量化量 14,479 トン ( 72.8 %) 13,955 トン ( 77.0 %) 1,447 トン ( 75.6 %)

最 終 処 分 量 埋立最終処分量 2,873 トン ( 14.5 %) 2,235 トン ( 12.3 %) 120 トン ( 6.3 %)

排 出 量

再 生 利 用 量

指　標　・　単　位
海南市 紀の川市 紀美野町

目標（平成33年度） 目標（平成33年度）
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（４）生活排水処理の目標 

 ア．海南・紀の川・紀美野地域 

生活排水処理の目標は、表 2-4 に掲げるとおり汚水衛生処理率の向上を目指し、合

併処理浄化槽の効果的な整備等を進めていくものとします。 

 

表2-4 生活排水処理に関する現状と目標（海南・紀の川・紀美野） 

平成26年度実績（割合） 平成33年度目標（割合）
処理形態別人口合計 129,917人 118,281人

１．水洗化・生活雑排水処理人口 55,206人 (42.5%) 72,230人 (61.1%)
（１）コミニティプラント人口 0人 (0.0%) 0人 (0.0%)
（２）合併処理浄化槽人口 45,691人 (35.2%) 59,648人 (50.4%)
（３）下水道人口 8,542人 (6.6%) 11,836人 (10.0%)
（４）集落排水施設人口 973人 (0.7%) 746人 (0.7%)

２．水洗化・生活雑排水未処理人口
　（単独処理浄化槽人口）
３．非水洗化人口 51,423人 (39.6%) 27,352人 (23.1%)

（１）し尿収集人口 51,403人 (39.6%) 27,342人 (23.1%)
（２）自家処理人口 20人 (0.0%) 10人 (0.0%)

し尿・汚泥量の合計 83,592 kL／年 78,997 kL／年
し尿収集量 36,963 kL／年 25,354 kL／年
浄化槽汚泥収集量 46,629 kL／年 53,643 kL／年

※汚水衛生処理率＝水洗化・生活雑排水処理人口／処理形態別人口合計

23,288人 (17.9%) 18,699人 (15.8%)

 

11,836人 (10.0%)

72,230人 (61.1%) 746人 (0.6%)

0人 (0.0%)

53,643 kL/年
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118,281人 (100.0%) 18,699人 (15.8%)

46,051人 (38.9%) 27,342人 (23.1%) 25,354 kL/年

10人 (0.0%)

自家処理人口

総人口 単独浄化槽人口

未衛生処理人口 し尿収集人口 し尿発生量

合併浄化槽人口

公共下水道人口

衛生処理人口 集落排水施設人口

ｺﾐｭﾆﾃｨﾌﾟﾗﾝﾄ人口

浄化槽汚泥発生量

 

図2-7 目標達成時の生活排水処理の処理状況フロー（海南・紀の川・紀美野地域） 
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 イ．海南市 

生活排水処理の目標は、表2-5表に掲げるとおりです。 

 

表2-5 生活排水処理に関する現状と目標（海南市） 

平成26年度実績（割合） 平成33年度目標（割合）
処理形態別人口合計 54,262人 47,882人

１．水洗化・生活雑排水処理人口 14,409人 (26.6%) 19,979人 (41.7%)
（１）コミニティプラント人口 0人 (0.0%) 0人 (0.0%)
（２）合併処理浄化槽人口 14,409人 (26.6%) 19,979人 (41.7%)
（３）下水道人口 0人 (0.0%) 0人 (0.0%)
（４）集落排水施設人口 0人 (0.0%) 0人 (0.0%)

２．水洗化・生活雑排水未処理人口
　（単独処理浄化槽人口）
３．非水洗化人口 23,735人 (43.7%) 12,910人 (27.0%)

（１）し尿収集人口 23,735人 (43.7%) 12,910人 (27.0%)
（２）自家処理人口 0人 (0.0%) 0人 (0.0%)

し尿・汚泥量の合計 35,628 kL／年 34,058 kL／年
し尿収集量 15,134 kL／年 8,609 kL／年
浄化槽汚泥収集量 20,494 kL／年 25,449 kL／年

※汚水衛生処理率＝水洗化・生活雑排水処理人口／処理形態別人口合計

16,118人 (29.7%) 14,993人 (31.3%)
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合併浄化槽人口

公共下水道人口
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浄化槽汚泥発生量

 

図2-8 目標達成時の生活排水処理の処理状況フロー（海南市） 
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ウ．紀の川市 

生活排水処理の目標は、表2-6に掲げるとおりです。 

 

表2-6 生活排水処理に関する現状と目標（紀の川市） 

平成26年度実績（割合） 平成33年度目標（割合）
処理形態別人口合計 65,759人 62,450人

１．水洗化・生活雑排水処理人口 36,502人 (55.5%) 47,440人 (76.0%)
（１）コミニティプラント人口 0人 (0.0%) 0人 (0.0%)
（２）合併処理浄化槽人口 27,500人 (41.8%) 35,276人 (56.5%)
（３）下水道人口 8,542人 (13.0%) 11,836人 (19.0%)
（４）集落排水施設人口 460人 (0.7%) 328人 (0.5%)

２．水洗化・生活雑排水未処理人口
　（単独処理浄化槽人口）
３．非水洗化人口 23,435人 (35.6%) 12,026人 (19.3%)

（１）し尿収集人口 23,435人 (35.6%) 12,026人 (19.3%)
（２）自家処理人口 0人 (0.0%) 0人 (0.0%)

し尿・汚泥量の合計 40,655 kL／年 39,365 kL／年
し尿収集量 19,029 kL／年 15,051 kL／年
浄化槽汚泥収集量 21,626 kL／年 24,314 kL／年

※汚水衛生処理率＝水洗化・生活雑排水処理人口／処理形態別人口合計

5,822人 (8.9%) 2,984人 (4.8%)

 

 

11,836人 (19.0%)

47,440人 (76.0%) 328人 (0.5%)
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図2-9 目標達成時の生活排水処理の処理状況フロー（紀の川市） 
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 エ．紀美野町 

生活排水処理の目標は、表2-7に掲げるとおりです。 

 

表2-7 生活排水処理に関する現状と目標（紀美野町） 

平成26年度実績（割合） 平成33年度目標（割合）
処理形態別人口合計 9,896人 7,949人

１．水洗化・生活雑排水処理人口 4,295人 (43.4%) 4,811人 (60.5%)
（１）コミニティプラント人口 0人 (0.0%) 0人 (0.0%)
（２）合併処理浄化槽人口 3,782人 (38.2%) 4,393人 (55.3%)
（３）下水道人口 0人 (0.0%) 0人 (0.0%)
（４）集落排水施設人口 513人 (5.2%) 418人 (5.3%)

２．水洗化・生活雑排水未処理人口
　（単独処理浄化槽人口）
３．非水洗化人口 4,253人 (43.0%) 2,416人 (30.4%)

（１）し尿収集人口 4,233人 (42.8%) 2,406人 (30.3%)
（２）自家処理人口 20人 (0.2%) 10人 (0.1%)

し尿・汚泥量の合計 7,309 kL／年 5,574 kL／年
し尿収集量 2,800 kL／年 1,694 kL／年
浄化槽汚泥収集量 4,509 kL／年 3,880 kL／年

※汚水衛生処理率＝水洗化・生活雑排水処理人口／処理形態別人口合計

1,348人 (13.6%) 722人 (9.1%)
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図2-10 目標達成時の生活排水処理の処理状況フロー（紀美野町） 
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３．施策の内容 

（１）発生抑制・再使用の推進 

減量目標を達成するために、以下に示す対策を基に、実情に即した対応を図ってい

くものとします。 

 

 ア 有料化の検討 

 ・ごみ処理費用負担の適正化 

   海南市、紀の川市及び紀美野町は、ごみの減量化・資源化目標達成の観点から適正

な処理費用の負担（手数料の徴収）を求めることとします。 

 

イ 教育・啓発活動の充実 

住民・事業者に対して、ごみの減量化・再生利用・適切な出し方に関する啓発を徹

底します。主な施策は、以下に示すとおりです。 

 【環境教育】 

・出前講座等の実施 

海南市、紀の川市及び紀美野町は、職員が小中学校や地域へ出向き、ごみの分別方

法や環境問題に関して説明する出前講座等を実施し、環境教育をより充実させ強化し

ていきます。 

 

・環境教育教材の充実 

海南市、紀の川市及び紀美野町は、ごみ問題やリサイクルの現状について説明した

ＤＶＤ・ビデオを作成し、地域や学校への配布、図書館での貸し出しを行うとともに、

小学校４年生向けの副読本を活用した環境教育を実施し、リサイクル情報誌の発行や

啓発用ポスターの配布・掲示を行い、ごみの減量化やごみの分別についての啓発を行

います。 

 

・市民団体等の活動支援と市民参加の組織づくり 

海南市、紀の川市及び紀美野町は、ごみ問題に取り組む住民団体及び NPO などの団

体の活動を支援し、住民参加の組織づくりを進めます。 

 

・組合における環境啓発 

組合は、海南市、紀の川市及び紀美野町と連携を図り、住民や各種団体、生徒等の

施設見学者に対してごみ処理に対する理解を促し、ごみの減量化、分別収集徹底の必

要性等の説明を積極的に行います。 
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【普及啓発】 

・情報提供 

海南市、紀の川市及び紀美野町は、住民・事業者への広報・啓発活動として、広報・

インターネットでの情報提供、資源・ごみ収集カレンダーや資源・ごみの分け方と出

し方等のパンフレット等の配布をしています。 

外国人向けのごみ出しパンフレットとして、複数の外国語版を作成し、さらに集合

住宅仲介会社と外国人を雇用する事業所への周知により正しいごみ出しルールの普及

啓発を図っていきます。今後も情報提供を継続し、さらなる普及啓発を行います。 

 

・環境イベント等の実施 

海南市、紀の川市及び紀美野町は、住民の意識啓発として、啓発活動や環境フェア

などのイベントを実施しています。今後も意識啓発のため、環境に関するイベントで

のさらなる PR 活動等を行います。今後も意識啓発のため、環境問題に関する講演会や

イベントを開催しさらなる PR 活動等を行います。 

 

・表彰制度の実施 

海南市、紀の川市及び紀美野町は、ごみの発生抑制や再資源化等のごみ問題に積極

的に取り組む団体に対して表彰を行い、活動の継続と発展及び他の住民のごみ問題に

対する意識を喚起していきます。 

 

・環境に配慮した店舗などを認定する制度の導入 

海南市、紀の川市及び紀美野町は、ごみの減量や再生利用の促進とともに環境にや

さしい取り組みを行っている店舗等をごみ減量推進店として認定する制度を設け、普

及拡大に努めていきます。 

 

ウ 発生抑制 

住民・事業者に対して、発生抑制に関する周知啓発を図ります。主な施策は、以下

に示すとおりです。 

・生ごみの減量及びリサイクルの推進 

海南市、紀の川市及び紀美野町は、家庭系ごみの発生抑制のため、生ごみの水切り

など日常生活において、ごみ減量の啓発に努める一方で、家庭用生ごみ処理機器の設

置費補助やコンポスト容器等バイオマスリサイクルの推進をしています。今後も発生

抑制のためごみを出さない消費行動の促進、日常生活においてごみの減量化や再資源

化への心がけ、家庭でのバイオマスリサイクルのさらなる促進を図ります。 

 

・事業者に対する指導 

海南市、紀の川市及び紀美野町は、事業者に対して資源化が可能な容器は拡大生産

者責任に基づき製造・販売等事業者が自ら回収するよう働きかけるとともに、自主回

収ルートの促進及び構築を指導・要請しています。古紙等の資源の焼却処理施設への

搬入規制、事業用大規模建築物の所有者等へ減量・リサイクル計画書提出義務付け、
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事業系ごみリサイクルガイドラインの設定、ＰＲ、アンケート調査及び指導を行うこ

とでさらなる再資源化の促進を図ります。 

  

・ごみ分別品目の検討 

海南市、紀の川市及び紀美野町は、家庭系ごみの減量化、資源化の観点から分別品

目の細分化・拡大（生ごみ、落ち葉等の堆肥化）について検討します。 

 

・レジ袋・過剰包装削減への取り組み 

海南市、紀の川市及び紀美野町は、有料化を見据えたレジ袋の削減への取り組みを

広げるために事業者へ協力を呼びかけます。簡易包装やマイバッグの持参の普及促進

についても、事業者・住民・行政が一体となって取り組みます。 

 

エ 再使用・資源化に関する指導 

住民・事業者に対して、再使用・資源化に関する指導を図ります。主な施策は、以

下に示すとおりです。 

・再使用の促進 

海南市、紀の川市及び紀美野町は、家庭系ごみの再使用のため、粗大ごみとして排

出されたもののうち、再使用可能な家具などは、できるだけ住民に提供し、再使用の

促進を図ります。 

 

・分別収集や集団回収の促進 

海南市、紀の川市及び紀美野町は、分別ルールの周知・徹底による分別収集の推進

や資源回収団体による集団回収活動に対する助成金制度により、古紙等の資源回収を

推進しています。今後も助成金制度を継続するとともに、資源回収場所の増設や資源

回収拠点の整備を行い、さらなる集団回収活動の促進を図ります。 

 

・廃食用油の利用 

海南市、紀の川市及び紀美野町は、各家庭や学校給食センター・小中学校・保育園

で排出される使用済み食用油を回収するとともに、バイオディーゼル燃料に精製し、

その燃料をごみ収集車に利用し、再資源化の促進について検討します。 

 

・組合における発生抑制・資源化の推進 

組合は、事業系ごみに対する搬入検査及びリサイクル指導を実施するとともに、廃

棄物処理手数料の見直しについて検討します。 

 

オ 生活排水対策 

河川等公共用水域の浄化対策及び浄化槽の適正な維持管理等を推進するため、広報、

啓発活動を積極的に行います。 

（ア）家庭における浄化対策の促進 

住民に対して、生活排水対策の必要性についての啓発を行い、また、広報等によ
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り家庭で誰もができる「家庭での浄化対策」を推進します。 

（イ）浄化槽の適正な維持・管理等に関する啓発 

住民に対して、浄化槽に関する正しい知識の普及や、適正な維持管理の必要性に

ついて広報し啓発します。また、浄化槽維持管理業者に対しては、適正な保守点検

を行うよう啓発していきます。 

（ウ）合併処理浄化槽の普及促進 

生活雑排水未処理世帯及び公共下水道及び集落排水施設への接続が困難な世帯

を対象に合併処理浄化槽の普及等を促進するため、広報、啓発活動を行います。 

 

（２）処理体制 

ア 家庭系ごみの処理体制の現状と今後 

  分別区分及び処理方法については、表 3-1 のとおりです。 

海南市、紀の川市及び紀美野町は、循環型社会の構築を目指し、積極的にごみの減

量化･資源化に取り組んできました。プラスチック製容器包装の分別収集を、海南市で

は平成 14 年度から、紀の川市及び紀美野町は平成 18 年度から実施しています。また、

紀の川市では、平成 18 年度から紙パック、白色トレイの分別収集も始めています。 

海南市及び紀美野町では、分別された資源を直接業者に引き渡すことによりリサイ

クルを進めています。紀の川市では、現有の処理施設により、選別、圧縮等の中間処

理を行い再資源化ルートに乗せ、一部の分別された資源を直接業者に売却又は指定法

人に引き渡すことにより、リサイクルを進めています。分別品目や収集品目について

は、今後も現在の体制を継続しつつ、ごみ減量化・資源化目標の達成状況を踏まえ随

時見直しを行います。 

施設整備については、熱回収施設の整備により、高効率な熱回収（発電）を行い、

熱エネルギーの有効利用の促進を図ります。 

また、現在、構成市町において主として民間事業者に委託して資源ごみの収集、資

源化を実施していますが、循環型社会の構築に向け広域リサイクル施設を整備し、更

なる資源化を推進することを目指します。資源ごみから選別された不燃物等について

は、既存施設の延命化を行い適正処分を推進します。 
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表３－１　海南・紀の川・紀美野地域各市町の家庭ごみの分別区分と処理方法の現状と今後

海南市 紀の川市 紀美野町

２次処理

燃やせるごみ 焼却
海南市クリーン
センター

15,859 もやすごみ 焼却

打田美化セン
ター
粉河クリーンセ
ンター
那賀アメニティー
センター

15,426 台所ごみ 焼却
海南市クリーン
センター

1,305 熱回収 発電
飛灰：処分場埋
立

うめ立てごみ
複合
（破砕・選別等）

海南市埋立処分
地施設
海南市下津一般
廃棄物最終処分
場

1,846 セトモノ類
複合
（破砕・選別等）

委託
粉河クリーンセ
ンター
那賀アメニティー
センター

228 セトモノ等
複合
（破砕・選別等）

委託 0 複合 破砕・選別等 処分場埋立 処分場埋立

粗大ごみ
複合
（破砕・選別等）

委託・海南市ク
リーンセンター

2,532 粗大ごみ
複合
（破砕・選別等）

委託
那賀アメニティー
センター

869 粗大ごみ
複合
（破砕・選別等）

委託 360 粗大ごみ 複合 破砕・選別等
マテリアルリサイ

クル推進施設
（ストックヤード）

処分場埋立

新聞・チラシ リサイクル 委託 655 新聞 リサイクル 委託 95 新聞 リサイクル 委託 18 新聞・紙類 リサイクル 再資源化
マテリアルリサイ

クル推進施設
（ストックヤード）

- 749

雑誌 リサイクル 委託 - 雑誌 リサイクル 委託 96 雑誌 リサイクル 委託 32 雑誌 リサイクル 再資源化
マテリアルリサイ

クル推進施設
（ストックヤード）

- 125

段ボール リサイクル 委託 - 段ボール リサイクル 委託 216 段ボール リサイクル 委託 27 段ボール リサイクル 再資源化
マテリアルリサイ

クル推進施設
（ストックヤード）

- 237

- - - - 紙パック リサイクル 委託 0 - - - - 紙パック リサイクル 再資源化
マテリアルリサイ

クル推進施設
（ストックヤード）

マテリアルリサイ
クル推進施設
（リサイクルセン
ター）

- - -

その他プラス
チック

リサイクル 委託 629 プラ容器包装 リサイクル 委託 502
その他のごみ
（廃プラ・ナイロ
ン等）

リサイクル 委託 126 プラ容器包装 リサイクル 再資源化
マテリアルリサイ

クル推進施設
（ストックヤード）

- 1,226

カン、びん リサイクル 委託 300 ビン類・ガラス類 リサイクル 委託 573 ビン リサイクル 委託 105 びん類 リサイクル 再資源化
マテリアルリサイ

クル推進施設
（ストックヤード）

- 954

- - - - カン類・金属類 リサイクル 委託 406 アルミ缶 リサイクル 委託 空き缶(缶類） リサイクル 再資源化
マテリアルリサイ

クル推進施設
（ストックヤード）

- 431

- - - - - - - - スチール缶 リサイクル 委託 0

金属くず リサイクル 委託 830 - - - - 金属くず リサイクル 委託 35 金属くず リサイクル 再資源化
マテリアルリサイ

クル推進施設
（ストックヤード）

- 843

ペットボトル リサイクル 委託 140 ペットボトル リサイクル 委託 109 ペットボトル リサイクル
拠点回収
一部収集後委託

5 ペットボトル リサイクル 再資源化
マテリアルリサイ

クル推進施設
（ストックヤード）

- 248

- - - - 白色トレイ リサイクル 委託 1 - - - - 白色トレイ リサイクル 委託 -

マテリアルリサイ
クル推進施設
（リサイクルセン
ター）

- - 1

乾電池 リサイクル 拠点回収 10
乾電池
電球・蛍光灯

リサイクル 委託 0 - - - - リサイクル 委託
マテリアルリサイ

クル推進施設
（ストックヤード）

- 10

集団回収 リサイクル 売却 817 集団回収 リサイクル 売却 478 - - - 0 集団回収 リサイクル 再資源化 - 1,263

平成２５年４月より

マテリアルリサイクル推進施設
（リサイクルセンター）

紀の川市

処理実績
（ｔ）

分別区分 処理方法
処理実績

（ｔ）
分別区分 処理施設等

資源ごみ

36

売却

処理方法

処理施設

マテリアルリサイクル推進施設
（リサイクルセンター）

マテリアルリサイクル推進施設
（リサイクルセンター）

マテリアルリサイクル推進施設
（リサイクルセンター）

マテリアルリサイクル推進施設
（リサイクルセンター）

マテリアルリサイクル推進施設
（リサイクルセンター）

マテリアルリサイクル推進施設
（リサイクルセンター）

マテリアルリサイクル推進施設
（リサイクルセンター）

今後（Ｈ32年度）

紀美野町

処理実績
（ｔ）

現状（Ｈ25年度）

処理方法
１次処理

処理施設等

海南市

分別区分
処理見込み（ｔ）

31,775

2,202

3,667

乾電池・蛍光管類
(有害ごみ）

マテリアルリサイクル推進施設
（リサイクルセンター）

処理施設等処理方法

エネルギー回収推進施設

分別区分

可燃ごみ

不燃ごみ

マテリアルリサイクル推進施設
（リサイクルセンター）

マテリアルリサイクル推進施設
（リサイクルセンター）
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イ 事業系一般廃棄物の処理体制の現状と今後 

事業系一般廃棄物の処理については、各事業者自身が適正に処理するよう指導して

います。今後は、事業用大規模建築物の所有者等及び多量排出事業者に対して、事業

場における廃棄物の減量、処理に関する計画作成の指導等を実施していきます。 

 

ウ 一般廃棄物処理施設で併せて処理する産業廃棄物の現状と今後 

海南市では、中小・零細事業所から排出される植物性残渣、木くず等の産業廃棄物

を、適正処理確保の観点から受入れています。 

本計画の熱回収施設が整備された際にも、現在、受入れている産業廃棄物について

は、引き続き処理を行うものとします。平成 33 年度の処理見込量については、海南市

と紀美野町を合わせて 527 トンを予定しています。 

 

エ 生活排水処理の現状と今後 

生活排水処理については、引き続き、公共下水道及び集落排水施設の整備、下水道

等の整備が当分見込まれない地域での合併処理浄化槽の普及を進めて行きます。 

 

オ 今後の処理体制の要点 

今後の処理体制に係る要点は、次のとおりです。 

 

 

◇家庭系ごみについては、表３－１に示す分別区分ごとの分別収集を徹底するなど、ごみ

減量に努めた上で、焼却処理される廃棄物については、熱回収施設において、高効率な

熱回収（発電）を行います。分別された資源ごみや粗大ごみについては広域リサイクル

施設で循環型社会の構築に向け、更なる資源化を推進します。 

 

◇事業系ごみについては、事業用大規模建築物の所有者等及び多量排出事業者に対して減

量化、資源化に関する計画を作成させ、計画管理を行うこと等により、事業系一般廃棄

物の発生を抑制します。また、中小・零細企業から排出される産業廃棄物（植物性残渣、

木くず等）については、適正処理確保の観点から受入をおこない熱回収施設で熱回収を

行います。 

 

◇公共下水道及び集落排水施設の未整備地域においては、合併処理浄化槽の普及促進に努

めます。 

 

 

 



 - 20 - 

（３）処理施設の整備 

 ア 廃棄物処理施設 

前記（２）の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表 3-2 のとおり、必要な処

理施設の整備を行います。 

 

表 3-2 整備する処理施設 

事業 

番号 
整備施設種類 事 業 名 

処理 

能力 

設置 

予定地 
事業期間 

1 
マテリアルリサイクル推進施設 

（ストックヤード第1期） 

海南市ストックヤード 

（第１期）整備事業 
380㎡ 海南市 Ｈ28～Ｈ29 

2 
マテリアルリサイクル推進施設 

（ストックヤード第2期） 

海南市ストックヤード 

（第２期）整備事業 
600㎡ 海南市 Ｈ30～Ｈ31 

3 最終処分場 
海南市 

埋立処分場整備事業 

拡張分 

44,100㎥ 
海南市 Ｈ28 

＊注釈「現有処理施設の概要を添付（24 頁）」 

(整備理由) 

事業番号 1 不燃ごみ、粗大ごみ及び資源ごみの資源化の促進、焼却炉施設跡地の有効利用 

平成 28 年度から実施予定 

事業番号 2 不燃ごみ、粗大ごみ及び資源ごみの資源化の促進、焼却炉施設跡地の有効利用 

平成 30 年度から実施予定 

事業番号 3 適正処分の推進、既存施設の延命化 

平成 28 年度から実施予定 

 

 イ 合併処理浄化槽の整備 

合併処理浄化槽の整備については、表 3-3 のとおり行います。 

 

表3-3 合併処理浄化槽への移行計画 

 

 

 

 

事   業 

直近の整備済 

基数（基） 

(平成 26 年度) 

整備計画 

基数 

（基） 

整備計画 

人口 

（人） 

事業期間 

浄化槽設置整備事業     

 海南市 239 1,125 2,857 H28～H32 

紀の川市 246 1,150 2,886 H28～H32 

紀美野町 37 250 525 H28～H32 

合  計  522 2,525 6,268  
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（４）施設整備に関する計画支援事業 

（３）の処理施設の整備に先立ち、表 3-4 のとおり計画支援事業を行います。 

 

表 3-4 実施する計画支援事業 

事業 

番号 
事 業 名  事業内容 事業期間 

31 ごみ処理施設整備事業（事業番号1）に係る実施設計等事業 
地質調査 

実施設計 
H28 

32 

ごみ処理施設整備事業（事業番号 2）に係る調査、設計等事業 
測量調査 

基本設計 
H28 

ごみ処理施設整備事業（事業番号 2）に係る調査、設計等事業 
廃焼却炉事前調査 

解体設計 
H29 

ごみ処理施設整備事業（事業番号 2）に係る調査、設計等事業 
地質調査 

実施設計 
H30 

 

（５）その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していきます。 

 

ア 不法投棄対策 

不法投棄防止巡回パトロールの実施や、ごみの適正処理について、住民及び事業者

に啓発を行うとともに、警察機関や地域住民と連携を図って不法投棄の監視体制を強

化していきます。 

 

イ 災害時の廃棄物処理に関する事項 

災害時に発生する廃棄物の処理や、災害などにより一時的にごみ処理等が不可能と

なった場合に備えて、和歌山県と社団法人和歌山県産業廃棄物協会において「大規模

災害における災害廃棄物の処理等に関する協定」を締結し、災害時の廃棄物処理業務

について協力要請体制をとっています。 

また、大規模な地震や水害等の災害時に大量に発生すると想定される災害廃棄物に

ついて、海南市、紀の川市及び紀美野町は、各市町の地域防災計画に基づき、円滑か

つ適正に処理できる体制の整備を強化していきます。 

 

ウ．資源の利用計画と需要見込 

整備後の施設から搬出される資源は、循環型社会構築のため有効利用することを計

画しています。 

今後の資源の利用計画については、ＪＩＳ規格、リサイクル資材評価制度等による

有効利用の調査・研究を行い、路盤材や埋め戻し材などとして公共工事やその他用途

への利用を含め検討します。 
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 エ．廃家電のリサイクルに関する普及啓発 

廃家電のリサイクルについては、特定家庭用機器再商品化法に基づく、適切な回収、

再商品化がなされるよう、関連団体や小売店などと協力して、普及啓発を行います。 

 

４．計画のフォローアップと事後評価 

 

（１）計画のフォローアップ 

海南市、紀の川市及び紀美野町は、毎年、計画の進捗状況を把握し、その結果を公

表するとともに、必要に応じて、国及び和歌山県と意見交換をしつつ、計画の進捗状

況を勘案し、計画の見直しを行います。 

 

（２）事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速や

かに計画の事後評価、目標達成状況の評価を行います。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるもの

とします。 

なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化を踏まえ、必要に応じ計画を見直すも

のとします。 
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別添１ 計画地域内の施設の状況（現況、予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 計画地域内の施設の状況（現況、予定） 

 

 

⑦海南市埋立処分場 

（最終処分場） 

①海南市クリーンセンター 

（ごみ焼却処理施設） 

（マテリアルリサイクル推進施設 

ストックヤード整備予定） 

⑨⑩紀の海クリーンセンター 

（エネルギー回収推進施設） 

（リサイクル推進施設） 

⑧海南市下津一般廃棄物最終処分

場 

紀の川市 

海南市 

紀美野町 

②海南市下津清掃センター 

（ごみ焼却処理施設） 

⑤那賀アメニティーセンター（廃止予定） 

（ごみ焼却橇施設） 

④粉河クリーンセンター（廃止予定） 

（ごみ焼却処理施設） 

③打田美化センター（廃止予定） 

（ごみ焼却処理施設） 

⑥貴桃クリーンセンター（廃止予定） 

（粗大ごみ処理施設） 
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表 1 現有処理施設の概要

【焼却処理施設】

① 施 設 名 称 　海南市クリーンセンター

所 在 地 　和歌山県海南市且来1387の1

処 理 能 力 　150ｔ/日（75ｔ/日×2炉）

竣 工 年 月 　昭和59年3月

燃 焼 設 備 　全連続燃焼式　流動床式

② 施 設 名 称 　海南市下津清掃センター

所 在 地 　和歌山県海南市下津町3170

処 理 能 力 　30ｔ/日（15ｔ/日×2炉）

竣 工 年 月 　昭和59年4月

燃 焼 設 備 　機械化バッチ燃焼式　ストーカ式

③ 施 設 名 称 　打田美化センター

所 在 地 　和歌山県紀の川市東山田289-25

処 理 能 力 　15ｔ/日（7.5ｔ/日×2炉）

竣 工 年 月 　昭和48年10月

燃 焼 設 備 　機械化バッチ燃焼式　ストーカ式

④ 施 設 名 称 　粉河クリーンセンター

所 在 地 　和歌山県紀の川市中津川729

処 理 能 力 　20ｔ/日（10ｔ/日×2炉）

竣 工 年 月 　昭和47年10月

燃 焼 設 備 　機械化バッチ燃焼式　ストーカ式

⑤ 施 設 名 称 　那賀アメニティセンター

所 在 地 　和歌山県紀の川市名手西野108

処 理 能 力 　20ｔ/日（10ｔ/日×2炉）

竣 工 年 月 　平成7年3月

燃 焼 設 備 　機械化バッチ燃焼式　ストーカ式

【粗大ごみ処理施設】

⑥ 施 設 名 称 　貴桃クリーンセンター　

所 在 地 　和歌山県紀の川市桃山町最上1316-65

処 理 能 力
　4.7ｔ/5h（1基）
　処理対象物：不燃系ごみ（金属・ガラス含む）、可燃性粗大ごみ

竣 工 年 月 　平成15年7月(設置)

【処分場】

⑦ 施 設 名 称 　海南市埋立処分地施設

所 在 地 　和歌山県海南市東畑1194-5

埋 立 地 面 積 　14,400㎡

埋 立 容 量 　82,000m3

竣 工 年 月 　平成7年8月

工 法 　サンドイッチ工法

⑧ 施 設 名 称 　海南市下津一般廃棄物最終処分場

所 在 地 　和歌山県海南市下津3166

埋 立 地 面 積 　11,500㎡

埋 立 容 量 　101,000m3

竣 工 年 月 　平成18年3月

工 法 　サンドイッチ工法

【熱回収施設】

⑨ 施 設 名 称 　紀の海クリーンセンター　熱回収施設

所 在 地 　和歌山県紀の川市桃山町最上1290-94

処 理 能 力 　135ｔ/日（67.5ｔ/日×2炉）

竣 工 年 月 　平成28年2月（予定）

燃 焼 設 備 　全連続燃焼式　ストーカ方式

余 熱 利 用 設 備 　タービン発電機　

【リサイクル施設】

⑩ 施 設 名 称 　紀の海クリーンセンター　リサイクル施設

所 在 地 　和歌山県紀の川市桃山町最上1290-94

処 理 能 力 　17ｔ/日　処理対象物：粗大ごみ・資源大ごみ

竣 工 年 月 　平成28年2月(予定)
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別添 2 現状と目標のトレンドグラフ 

 

図 1 排出量と人口推移 

 

図 2  総資源化量と排出量に対する割合 

 
図 3  排出量・総資源化量・最終処分量の推移 
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図 4 生活排水処理形態別人口及び汚水衛生処理率の推移 
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様式１

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表１（平成28年度）

１　地域の概要

(1)地域名 海南・紀の川・紀美野 (2)地域内人口 128,599人 (3)地域面積 457.74 km
2

(4)構成市町村等名 海南市・紀の川市・紀美野町・紀の海広域施設組合 (5)地域の要件 人口　　面積　　 沖縄　　 離島　　 奄美　　 豪雪　　山村　　半島　　過疎　　 その他

組合を構成する市町村：海南市、紀の川市、紀美野町 設立（予定）年月日： 平成22年4月1日設立

設立されていない場合、今後の見通し：

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

過去の状況・現状（排出量に対する割合） 目　標

指標・単位 年 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度  平成33年度

事業系  総排出量（トン） 9,996 9,273 9,995 9,862 10,349 10,637 10,225 (H26比 -3.9%)

　　　 １事業所当たりの排出量（ﾄﾝ/事業所） 1.53 1.43 1.55 1.55 1.62 1.72 1.60

家庭系  総排出量（トン） 34,229 33,700 33,100 31,066 30,446 30,476 29,685 (H26比 -2.6%)

　　　 １人当たりの排出量（kg/人） 222 220 214 202 201 203 197

合計　 事業系家庭系排出量合計（トン） 44,225 42,973 43,095 40,928 40,795 41,113 39,910 (H26比 -2.9%)

直接資源化量（トン） 636 (1.4%) 612 (1.4%) 531 (1.2%) 496 (1.2%) 530 (1.3%) 517 (1.3%) 0 (0.0%)

総資源化量（トン） 6,335 (13.9%) 6,207 (14.0%) 6,134 (13.8%) 6,187 (14.7%) 6,219 (14.8%) 5,564 (13.2%) 6,063 (14.7%)

熱 回 収 量 熱回収量（年間の発電電力量　MWh） － － － － － － 6,590

中 間 処 理 による減量 化量 減量化量（中間処理前後の差　トン） 32,898 (74.4%) 31,848 (74.1%) 31,908 (74.0%) 30,177 (73.7%) 30,107 (73.8%) 30,804 (74.9%) 29,881 (74.9%)

最 終 処 分 量 埋立最終処分量（トン） 6,389 (14.4%) 6,300 (14.7%) 6,448 (15.0%) 5,865 (14.3%) 5,764 (14.1%) 5,719 (13.9%) 5,228 (13.1%)

(6)構成市町村に一部事務組合等が含まれる場合、当該組合の

状況

排 出 量

再 生 利 用 量
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３　一般廃棄物処理施設の現状と更新、廃止、新設の予定

現 有 施 設 の 内 容 更新、廃止、新設の内容

型式及び処理方式 補助の有無 処理能力(単位) 開始年月 更新､廃止予定年月 更新、廃止、新設理由 型式及び処理方式 施設竣工予定年月 処理能力(単位)

粗大ごみ処理施設 紀の川市 破砕方式 有 －

粗大ごみ処理施設 紀の川市 破砕方式 無 －

粗大ごみ処理施設 紀の川市 選別・圧縮方式 無 4.7ｔ/5h（1基）

廃プラスチック類減容施設 紀の川市 圧縮梱包方式 有 －

マテリアルリサイクル推進施

設（リサイクルセンター）
紀の海広域

施設組合
－ － －

マテリアルリサイクル推進施

設（ストックヤード）
海南市 － － －

ごみ焼却施設

（熱回収施設）
海南市 流動床方式 有

150ｔ/日
（75ｔ/日×2炉）

ごみ焼却施設

（熱回収施設）
海南市 ストーカ方式 有

30ｔ/日
（15ｔ/日×2炉）

ごみ焼却施設

（熱回収施設）
紀の川市 ストーカ方式 有

15ｔ/日
（7.5ｔ/日×2炉）

ごみ焼却施設

（熱回収施設）
紀の川市 ストーカ方式 有

20ｔ/日
（10ｔ/日×2炉）

ごみ焼却施設

（熱回収施設）
紀の川市 ストーカ方式 有

20ｔ/日
（10ｔ/日×2炉）

エネルギー回収推進施設

（熱回収施設）

紀の海広域

施設組合
－ － －

埋立処分地施設 海南市
サンドイッチ

工法
有

埋立容量

82,000m
3

埋立処分地施設 海南市
サンドイッチ

工法
有

埋立容量

101,000m
3

※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付しました。（別添1参照）

海南市下津一般廃棄物

最終処分場
平成18年3月 － － － －－

備　　考

粉河クリーンセンター資

源化処理場（ペットボト

ル：圧縮）

－

貴桃クリーンセンター

（可燃性粗大ごみ：破砕

処理）

－ －

－－

貴桃クリーンセンター不

燃物処理場（不燃性ご

み：選別・圧縮処理）

－

17ｔ/日

拡張

新設 破砕・選別　資源化

老朽化

平成28年3月

新設

－－

－

那賀アメニティーセン

ター（可燃・不燃粗大処

理）

平成28年3月

老朽化平成28年3月

平成29年3月

－

－

－

－

平成28年3月 老朽化

－

昭和59年3月 平成28年3月

昭和59年3月

平成28年3月 老朽化

老朽化

－ 平成32年3月

－老朽化 －

－－ －

－

施 設 種 別 事業主体

平成13年12月

平成15年7月

平成7年3月

昭和55年2月

平成8年2月

打田美化センター

平成29年4月 44,100m3

那賀アメニティーセン

ター

135ｔ/日

(67.5t×2炉）

（うち、産廃分2t/日）

平成7年3月

粉河クリーンセンター

未定

老朽化

海南市クリーンセンター

旧焼却炉跡地
平成32年4月 13ｔ/日

－ 海南市クリーンセンター

－ 平成28年3月

昭和47年　月

昭和48年9月

海南市下津清掃セン

ター（休止）
老朽化

海南市埋立処分地施設

－

平成28年3月

－

新設

－

－－平成28年3月

平成28年3月

－

ストーカ方式

－平成28年3月 老朽化

平成28年3月

保管

平成20年3月
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４．生活排水処理の現状と目標

目標
平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成33年度

総人口 136,790 135,459 133,970 133,199 131,352 129,917 118,281
公共下水道人口 汚水衛生処理人口 3,339 3,754 4,063 4,226 7,927 8,542 11,836

汚水衛生処理率または汚水処理人口普及率 2.4% 2.8% 3.0% 3.2% 6.0% 6.6% 10.0%
農業集落排水施設人口 汚水衛生処理人口 345 346 437 423 1,015 973 746

汚水衛生処理率または汚水処理人口普及率 0.3% 0.3% 0.3% 0.3% 0.8% 0.7% 0.7%
コミニティプラント人口 汚水衛生処理人口 0 0 0 0 0 0 0

汚水衛生処理率または汚水処理人口普及率 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
合併処理浄化槽人口 汚水衛生処理人口 38,416 39,944 40,747 42,007 44,140 45,691 59,648

汚水衛生処理率または汚水処理人口普及率 28.1% 29.5% 30.4% 31.5% 33.6% 35.2% 50.4%
未処理人口 94,690 91,415 88,723 86,543 78,270 74,711 46,051

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年度
指標・単位

過去の状況・現状（排出量に対する割合）

 
 

５．合併処理浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定

基数 処理人口 開始年月日 基数 処理人口 目標年次
浄化槽設置整備事業 海南市 4,452 15,881 H5 1,125 2,856 H33
浄化槽設置整備事業 紀の川市 7,973 27,500 H17.11 1,150 2,886 H33
浄化槽設置整備事業 紀美野町 1,178 3,656 H3.4 250 525 H33

備考
現有施設の内容 整備予定基数の内容

施設の種別 事業主体
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様式２

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表２（平成28年度）

事　業　種　別 規模 事業期間 総事業費（千円） 交付対象事業費（千円）

事　業　名　称 単位 開始 終了
平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

平成

31年度

平成

32年度

平成

27年度

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

平成

31年度

平成

32年度

856,128 0 145,128 76,000 495,000 140,000 0 856,128 0 145,128 76,000 495,000 140,000 0

1 海南市 380 ㎡ H28 H31 221,128 0 145,128 76,000 0 0 0 221,128 0 145,128 76,000 0 0 0
第Ⅰ期計画

から継続

2 海南市 600 ㎡ H28 H31 635,000 0 0 0 495,000 140,000 0 635,000 0 0 0 495,000 140,000 0

152,094 0 152,094 0 0 0 0 152,094 0 152,094 0 0 0 0

3 海南市 44,100 ㎥ H28 H28 152,094 0 152,094 0 0 0 0 136,800 0 152,094 0 0 0 0

924,890 0 184,978 184,978 184,978 184,978 184,978 924,890 0 184,978 184,978 184,978 184,978 184,978

4 海南市 1,125 基 H28 H32 411,350 - 82,270 82,270 82,270 82,270 82,270 411,350 - 82,270 82,270 82,270 82,270 82,270

4 紀の川市 1,150 基 H28 H32 419,650 - 83,930 83,930 83,930 83,930 83,930 419,650 - 83,930 83,930 83,930 83,930 83,930

4 紀美野町 250 基 H28 H32 93,890 - 18,778 18,778 18,778 18,778 18,778 93,890 - 18,778 18,778 18,778 18,778 18,778

40,000 0 14,500 15,000 10,500 0 0 40,000 0 14,500 15,000 10,500 0 0

31 海南市 H28 H28 8,350 - 8,350 0 0 0 0 8,350 - 8,350 0 0 0 0

H28 H28 6,150 - 6,150 0 0 0 0 6,150 - 6,150 0 0 0 0

H29 H29 15,000 - 0 15,000 0 0 0 15,000 - 0 15,000 0 0 0

H30 H30 10,500 - 0 0 10,500 0 0 10,500 - 0 0 10,500 0 0

1,973,112 0 496,700 275,978 690,478 324,978 184,978 1,973,112 0 496,700 275,978 690,478 324,978 184,978

※１　事業番号については、計画本文３(3)表3-2、表3-3、(4)表3-4に示す事業番号及び様式３の施設整備に関する事業番号である。

※2　紀の海広域施設組合とは、海南市、紀の川市、紀美野町で構成する一部事務組合である。

ストックヤード(第１期）

○浄化槽に関する事業

浄化槽設置整備事業

○最終処分場に関する事業

最終処分場整備

合     　　計

○施設整備に関する計画支援に関する

事業

ごみ処理施設整備事業（事業番号1）に

係る実施設計等業務

ごみ処理施設整備事業（事業番号2）に

係る実施設計等業務

ごみ処理施設整備事業（事業番号2）に

係る調査、解体設計等業務

ストックヤード（第２期）

海南市32

ごみ処理施設整備事業（事業番号2）に

係る基本設計等業務

○再生利用に関する事業

備 考

事業

番号
※1

事業主体
名称※2
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様式３

地域の循環型社会形成推進のための施策一覧

開

始

終

了

平成

28年度

平成

29年度

平成

30年度

平成

31年度

平成

32年度

環境教育・啓発活動の充実

環境教育教材の充実・施設見学の実施等

によりごみの減量化、分別についてさらなる

啓発を行います。

海南市

紀の川市

紀美野町

H28 H32

市民団体等の活動支援と市民参加

の組織づくり

ごみ問題に取り組む市民団体及びNPOなど

の団体の活動を支援し、市民参加の組織づ

くりを進めます。

海南市

紀の川市

紀美野町

H28 H32

事業者に対する指導

事業用大規模建築物の所有者等への減

量・リサイクル計画書提出義務付け等により

事業者への指導、働きかけを行うことで、再

資源化の促進を図ります。

海南市

紀の川市

紀美野町

H28 H32

レジ袋・過剰包装削減への取組

有料化を見据えたレジ袋の削減のため事業

者へ協力を呼びかけます。簡易包装やマイ

バッグの持参の普及促進についても、事業

者・市民・行政が一体となって取り組みま

す。

海南市

紀の川市

紀美野町

H28 H32

1
マテリアルリサイクル推進施設（ストッ

クヤード第１期）の整備
海南市 H28 H29 ○

2
マテリアルリサイクル推進施設（ストッ

クヤード第２期）の整備
海南市 Ｈ30 Ｈ31 ○

海南市 H28 H32 ○

紀の川市 H28 H32 ○

紀美野町 H28 H32 ○

31
ごみ処理施設整備事業（事業番号

1）に係る実施設計等業務

ごみ処理施設の整備に際し、地質調査、実

施設計を行う。
海南市 H28 H28 ○

関連事業

1

ごみ処理施設整備事業（事業番号

2）に係る基本設計等業務

ごみ処理施設の整備に際し、測量調査、施

設整備基本計画・基本設計等を行う。
海南市 H28 H28 ○

関連事業

2

ごみ処理施設整備事業（事業番号

2）に係る調査、解体設計等業務

ごみ処理施設の整備に際し、廃焼却炉の事

前調査、解体設計・発注仕様書作成等を行

う。

海南市 H29 H29 ○
関連事業

2

ごみ処理施設整備事業（事業番号

2）に係る実施設計等業務

ごみ処理施設の整備に際し、地質調査、実

施設計・発注仕様書作成等を行う。
海南市 H30 H30 ○

関連事業

2

41 不法投棄対策
不法投棄防止のための監視強化を実施す

る。

紀の海広域

施設組合
H28 H32

42 災害時の廃棄物処理に関する事項

周辺地域の自治体との連携体制の構築を

図り、円滑かつ適正に処理できる体制の整

備を強化していく。

紀の海広域

施設組合
H28 H32

その他

処理施設の

整備に関す

るもの

3 合併処理浄化槽整備

施設整備に

係る計画支

援に関する

もの

32

交付金

必要の

要否

備考

発生抑制、

再使用の推

進に関する

もの

11

12

施策種別
事業

番号
施策の名称等 施策の内容

実施

主体

事業期間

交付期間

事業継続

事業継続

事業継続

事業継続

建設工事

合併浄化槽処理整備

合併浄化槽処理整備

合併浄化槽処理整備

測量

調査

地質

調査

基本

設計

解体設計

発注仕様書

地質

調査

実施設計
発注仕様書

監 視 強 化

体 制 整 備 ・ 強 化

解体工事

解体工事

建設工事

実施

設計

事前

調査
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【参考資料様式１】 

施設概要（リサイクル施設系） 

都道府県名 和歌山県 

（1）事業主体名 海南市 

（2）施設名称 海南市ストックヤード（第１期） 

（3）工期 平成28年度～平成29年度（第Ⅰ期計画から継続） 

（4）施設規模 ３８０㎡ 

（5）処理方式 ペットボトル、プラスチック類、古紙類 保管 

（6）地域計画内の役割 既存施設の老朽化への対処、資源ごみの資源化の促進 

（7）廃焼却施設解体工事 

   の有無 
○有      無 

 

（8）事業計画額 221,128千円（解体費含む） 
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【参考資料様式１】 

施設概要（リサイクル施設系） 

都道府県名 和歌山県 

（1）事業主体名 海南市 

（2）施設名称 海南市ストックヤード（第２期） 

（3）工期 平成30年度～平成31年度 

（4）施設規模 ６００㎡（管理棟を含む） 

（5）処理方式 カン・びん、粗大ごみ、金属類 保管 

（6）地域計画内の役割 既存施設の老朽化への対処、資源ごみの資源化の促進 

（7）廃焼却施設解体工事 

   の有無 
○有      無 

 

（8）事業計画額 635,000千円（解体費含む） 
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【参考資料様式２】 

施設概要（最終処分場系） 

都道府県名 和歌山県 

（1）事業主体名 海南市 

（2）施設名称 海南市 埋立処分場 

（3）工期 平成28年度 

（4）処分場面積、容積 

総面積 64,451㎡ 

(総面積内で拡張 

のため変更なし) 

拡張前埋立面積 
14,400㎡ 

拡張後埋立面積 
16,400㎡ 

拡張前埋立容量 
82,000㎥ 

拡張後埋立容量 
126,100㎥ 

（5）処分開始年度 

  及び終了年度 

埋立開始 平成29年度 

埋立終了 平成43年度 

（6）跡地利用計画 未定 

（7）地域計画内の役割 
資源リサイクルの推進による不燃ごみの減量と埋立処分場

の延命措置 

（8）廃焼却施設解体工事 

   の有無 
有    ○無  

 

（9）事業計画額 152,094千円 
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【参考資料様式５】 

施設概要（浄化槽系） 

都道府県名 和歌山県 

(1) 事業主体名 海南市 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的及び

内容 

（目的）合併浄化槽は高い処理能力を持ち、短期間で水環

境の保全効果が期待できることから、設置に係る負

担軽減策を講じ、普及・拡大を進める。 

（内容）汚水処理人口向上のため、高度な処理機能を有す

る合併浄化槽の整備を進める。 

(4）事業期間 平成28年度～32年度 

(5) 事業対象地域の要件 市内全域。ただし、集合処理施設の区域を除く。 

(6) 事業計画額 交付対象事業費  411,350 千円 

 うち         

・低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業に係る事業費 0 千円 

・浄化槽整備区域促進特別モデル事業に係る事業費   0 千円 
 
 
 
 
○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 
 【浄化槽設置整備事業の場合】 

（千円） 

区分 
交付対象基数 

（ 2,857 人分） 

うち 

単独撤去 基準額 
対象経費 

支出予定額 

交付対象 

事業費 

5人槽  800 基（ 2,032 人分）  40 基 269,200 269,200 269,200 

6～ 7人槽  275 基（   698 人分）  10 基 114,750 114,750 114,750 

8～10人槽  50 基（   127 人分）  0 基 27,400 27,400 27,400 

11～20人槽  基（  人分）  基    

21～30人槽  基（  人分）  基    

31～50人槽  基（  人分）  基    

51人槽以上  基（  人分）  基    

改 築  基     

計画策定調査費      

合 計 
1,125 基（ 2,857 人分）  50 基 411,350 411,350 411,350 

改築を除く      
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【参考資料様式５】 

施設概要（浄化槽系） 

都道府県名 和歌山県 

(1) 事業主体名 紀の川市 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的及び

内容 

（目的）生活排水による公共水域の水質汚濁を防止し、生活

環境の保全及び公衆衛生の向上に寄与することを目

的とする。 

（内容）し尿と生活雑排水を併せて処理し、ＢＯＤ除去率9

0％以上、放流水のＢＯＤ20㎎／L（日間平均値）以下

の機能を有する浄化槽の整備を進める。 

(4）事業期間 平成28年度～32年度 

(5) 事業対象地域の要件 紀の川市内全域を対象とする。ただし、公共下水道及び集落

排水施設が整備された地域を除く。 

(6) 事業計画額 交付対象事業費  419,650 千円 

 うち        

・低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業に係る事業費 0 千円 

・浄化槽整備区域促進特別モデル事業に係る事業費   0 千円 
 
 
 
 
○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 
 【浄化槽設置整備事業の場合】 

（千円） 

区分 
交付対象基数 

（ 2,886 人分） 

うち 

単独撤去 基準額 
対象経費 

支出予定額 

交付対象 

事業費 

5人槽  825 基（ 2,071 人分）  15 基 275,250 275,250 275,250 

6～ 7人槽  275 基（   690 人分）  25 基 116,100 116,100 116,100 

8～10人槽  50 基（   125 人分）  10 基 28,300 28,300 28,300 

11～20人槽  基（  人分）  基    

21～30人槽  基（  人分）  基    

31～50人槽  基（  人分）  基    

51人槽以上  基（  人分）  基    

改 築   基     

計画策定調査費        

合 計 
1,150 基（ 2,886 人分）   50 基 419,650 419,650 419,650 

改築を除く      
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【参考資料様式５】 

施設概要（浄化槽系） 

都道府県名 和歌山県 

(1) 事業主体名 紀美野町 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的及び

内容 

（目的）清潔で衛生的な生活環境の実現と公共用水域の水

質保全を図る。 

（内容）汚水処理人口向上のため、合併浄化槽の整備を進

める。 

(4）事業期間 平成28年度～32年度 

(5) 事業対象地域の要件 紀美野町内全域を事業対象地域とする。ただし、農業集落排

水が整備された地域は除く。 

(6) 事業計画額 交付対象事業費  93,890 千円 

 うち  

・低炭素社会対応型浄化槽整備推進事業に係る事業費 0 千円 

・浄化槽整備区域促進特別モデル事業に係る事業費   0 千円 
 
 
 
 
○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 
 【浄化槽設置整備事業の場合】 

（千円） 

区分 
交付対象基数 

（ 525 人分） 

うち 

単独撤去 基準額 
対象経費 

支出予定額 

交付対象 

事業費 

5人槽  150 基（   315 人分）  5 基 50,250 50,250 50,250 

6～ 7人槽   90 基（   189 人分）  5 基 37,710 37,710 37,710 

8～10人槽    10 基（    21 人分）  5 基 5,930 5,930 5,930 

11～20人槽  基（  人分）  基    

21～30人槽  基（  人分）  基    

31～50人槽  基（  人分）  基    

51人槽以上  基（  人分）  基    

改 築   基     

計画策定調査費        

合 計 
250 基（ 525 人分）    15 基 93,890 93,890 93,890 

改築を除く      
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【参考資料様式 6】 

計画支援概要 

都道府県名 和歌山県 

（1）事業主体名 海南市 

（2）事業目的 ストックヤード（第１期）整備のため 

（3）事業名称 ごみ処理施設整備事業（事業番号 1）に係る調査、設計等事業 

（4）事業期間 平成 28 年度 

（5）事業概要 地質調査、実施設計 

 

（6）事業計画額 8,350 千円 
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【参考資料様式 6】 

計画支援概要 

都道府県名 和歌山県 

（1）事業主体名 海南市 

（2）事業目的 ストックヤード（第２期）整備のため 

（3）事業名称 ごみ処理施設整備事業（事業番号２）に係る調査、設計等事業 

（4）事業期間 平成 28 年度～平成 30 年度 

（5）事業概要 

基本計画・基本設計 

測量調査      

廃焼却炉事前調査 

解体設計 

発注仕様書 

地質調査 

実施設計 

発注仕様書 

 

（6）事業計画額 6,150 千円 15,000 千円 10,500 千円 

 

 

  

 

 


